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   教職員の欠員を速やかに解消する施策の実行及び教職員定数改善計画の策定・実施

と教育予算拡充を求める意見書の提出について 

 

 教職員の欠員を速やかに解消する施策の実行及び教職員定数改善計画の策定・実施と教

育予算の拡充を求める意見書を別紙のとおり提出しようとする。 
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教職員の欠員を速やかに解消する施策の実行及び教職員定数改善計画の 

策定・実施と教育予算拡充を求める意見書 

 

全国的に「教職員不足」「欠員」の問題が深刻化しています。教育現場では病休や産育休

の代替者が見つからず欠員の状況が続いており、学期を追うごとに深刻化する傾向にあり

ます。当然満たされるべき常勤の教職員が学校現場に配置されていない現状は、子どもた

ちの教育に直接影響をおよぼす極めて重大な問題であり、教育現場の多忙化をさらに深刻

化させるものです。教職員が一人ひとりの子どもたちとゆとりをもって向きあい、日々の

教育活動を創り出していくことは、子どもたちの「豊かな学び」の保障につながります。

子どもたちが安全・安心に学べる園・学校にしていくためにも、教職員の欠員を速やかに

解消する施策の実行が求められます。 

教職員定数にかかわっては、2021年から段階的にすすめられた小学校35人学級が2025

年度に全学年で実現され、中学校でも2026年度より段階的に35人学級がすすめられるこ

ととなり、徐々に改善が図られています。また、2025年６月に成立した「公立の義務教育

諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律」の附帯決議にお

いて、「教職員定数の標準の改定」「支援人材の増員」等が示されました。しかしこれらは、

教育現場の状況を改善するには不十分であり、教職員定数の算定基礎となる「乗ずる数」

の改定を含めた義務標準法等のさらなる改正が望まれます。また、在籍する児童生徒が増

加傾向にある特別支援学級、特別支援学校の学級編制基準、幼稚園・こども園や高等学校

の教職員定数改善について道筋が示されていないことも大きな課題です。すべての校種に

おける教職員定数改善計画の策定と実施が求められます。 

一方、2023年度の調査によると、教育費の公財政支出はＯＥＣＤ加盟国の平均11.5％に

対して日本は８％で、37か国のなかでは４番目に低い水準となっており、その結果、私費

負担の割合が高止まりしています。物価の高騰による保護者の負担増など、家計の厳しい

状況がつづくなか、教育のＩＣＴ化にともなう機器の整備費や通信費等、新たな保護者負

担も生じています。ＯＥＣＤからも「教育の質を高め社会を支える人材を育てる必要があ

る」との指摘を受けており、教育費の公財政支出を充実させ、保護者負担の軽減を図るこ

とは喫緊の課題です。教育予算を拡充し、教育条件整備をすすめることが山積する教育課

題の解決につながり、ひいては子どもたち一人ひとりの「豊かな学び」を保障するものと

考えます。 



以上のような理由から、教職員の欠員を速やかに解消する施策の実行および教職員定数

改善計画の策定・実施と教育予算の拡充を強く切望するものです。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 
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